




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































Y 1nα ? 決定係数
従業者数 一〇．219 0，773 0，935
事業所
~地面積 0，890 0，678 0，814
事業所
рﾗ建築面積 一2．091 0，831 0，967
工業用水 1，163 0，533 0，139
上水道 一2．918 0，861 0，763
公共水道合計 一4．247 1，124 0，651
自然水 一4，747 1，022 0，521
回収水 一8．774 1，375 0，279
を分散化させる政策が注目されてきているが，その中でも電気機械産業
はターゲットになっている産業といえる。そこで今後は，表10のような
内容の分析がよりブレークダウンされた情報を用いてなされることが期
待されよう。
　最後に，労働，土地，水などの「本源的な」生産要素投入が，生産規
模とどのような関わりを持つかを考察してみよう。いま，要素制約型の
生産関数を次のように定式化する。
　　　　　y二α・Xβ
　　　　　ここで，Y：「本源的」要素投入量
　　　　　　　　　X：製造品出荷額等
あるいはこれを対数線形に直した形で，
　　　　　ln　y＝lnα＋β・lnX
　上式でβの値は，生産が1パーセント増加するときに要素投入量が
何パーセント増加するか，という規模弾性を示す。βが1よりも小さげ
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れば，その要素投入に関して規模の経済性が働くと結論づけられる。
　そこでこの対数線形式を，Yが従業者数，事業所敷地面積，事業所
延べ建築面積，’工業用水使用量，上水道使用量，公共水道使用量合計
（工業用水＋上水道），自然水使用量，回収水使用量であるケースについ
て，それぞれ計算した結果が表11である。計算は各都道府県の観測値を
標本とし，通常のOLSを用いて行った。すると，　Yが就業者数，敷地
面積，建物面積のケースについては，βの値が1よりも小さく観測され
（すなわち規模の経済性がみられ），比較的高い決定係数が得られた。し
かし用水関係については，上水道に関してのみ比較的高い決定係数がえ
られたものの，そのほかはあまりよい結果ではない。また自然水に関し
てはβ＝1．02（決定係数0．52）と，規模の非経済性が観測された。
5．おわりに
　今回，これまであまり分析の姐上に乗ることの少なかった『工業統計
表』の「用地用水編」をあらためて見直してみると，単純に用地・用水
が安価に豊富に存在することだけが立地要因となるわけではない，とい
うことが少なくとも電気機械産業について読み取れた。しかし，たとえ
ば同じ電気機械製品でも製造工程において技術的に水をたくさん使う製
品もそうでない製品もあるし，また水が製造工程のどこでどのように使
われるかも製品ごとにかなり違うであろう。もしかしたら用地・用水な
どの自然条件は，その条件が細分類で見たときのどの製品を作るのに適
しているかということと深く関係しているかもしれない。細分類で見た
とき用地・用水等の生産要素を多く必要とする製品は，実際それらの条
件が良い地域で作られているであろうか～　それとも，よりその他の要
因に影響されて製造地点が決まるのだろうかP　また，用地・用水等の
自然条件はその製品の労働生産性や付加価値率など，経済ファクターと
　56
　　　　　　　　　　　工業統計表・用地用水編にみる製造業の立地分布について
どのように関わってい．るだろうかP
　いまのところ都道府県別に与えられている公表ベースの「用地用水
編」データは，産業分類が工業統計の2特大分類となっており，これら
の疑問を明らかにするための分析を十分に行うことができなかった。し
かし今後の工業再配置政策において，用地・用水等の条件整備をどのよ
うな考え方で進めていくべきかを考えようとすれば，地域間の品目，自
然条件，労働生産性や付加価値率ほか経済ファクターの差違などを幅広
い視点から分析しておくことがただちに必要であろう。さらに本論文の
はじめにも述べたとおり，“製造地点の異なる財”が理論的にどのよう
に扱われていくべきかを考える上で，上述のような分析は重要な意味を
持つと思う。そこで，今後は新しいデータの掘り起こし等を含めて，こ
のような方向に研究を進めていきたいと考えている。
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